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　本書は「管理業務主任者」の本試験・直近７年分を分野別・テーマ別に編集し

た「過去問題集」です。「どのような順序で学習すれば最も効率が良く、最も効

果が上がるか」を十分踏まえ、受験生の皆さんに「ぜひ合格してほしい」という

思いを込めて制作しました。

　管理業務主任者における過去 17 回の本試験を見ると、当初は基本問題の出題

が中心でしたが、近年は応用問題や個数問題など、幅広く、より練られた出題が

増えています。本書をご利用いただくことは、単に「過去の出題パターン」を知

るだけでなく、そこから導かれる、今後さらに狙われる論点に習熟することにつ

ながります。

　したがって、本書での学習は、管理業務主任者試験合格のための「必須条件」

といえるでしょう。合格をより確実なものとするために、繰り返しチャレンジし

てください。

　１人でも多くの方が、最も少ないエネルギーで、最もスマートに「合格」の栄

誉を勝ち取られることを、講座講師一同、強く祈念しています。

2018 年２月

TAC管理業務主任者講座

本書は2018年２月現在の施行法令（４月１日までに施行予定の法令を
含む）に基づいて執筆されています。「法律改正情報」「試験情報」等
については、本書投げ込みのハガキでご請求ください。

は じ め に
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　マンションの管理組合Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）の管理者Ｂ（以
下、本問において「Ｂ」という。）が、その職務に関し、Ｃ会社（以下、本問に
おいて「Ｃ」という。）との間で取引行為（以下、本問において「本件取引行為」
という。）をする場合に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいも
のはどれか。

　Ｂの本件取引行為に係る意思表示について要素の錯誤があった場合には、
Ａは、Ｃに対してその意思表示を取り消すことができる。

　第三者ＤがＢに詐欺を行い、これによりＢが本件取引行為に係る意思表示
をした場合、Ｃがその事実を知っていたときに限り、Ａはその意思表示を取
り消すことができる。

　Ｂが、本件取引行為をする前に、補助開始の審判を受けていたときは、Ｂ
の代理権は消滅しているので、本件取引行為の効力は生じない。

　Ｂが管理者を解任された後に本件取引行為をしていたとした場合、Ｃがそ
の解任の事実を知らず、かつ知らなかったことにつき過失がなかったときで
も、本件取引行為の効力は生じない。

❶

❷

❸

❹

民法等

意思表示・代理⑤
■■■ CHECK! H28-問2

重要度

特

本 書の特長

「特Ａ」から解こう！
わかりやすい重要度

問題のテーマ

すべての問題に「重要度」表示（高いほうか
ら「特Ａ」～「Ｃ」）を設けました。まずは最
重要の「特Ａ」から解いていくなど、学習の
進捗度に応じてチャレンジしましょう。

その問題の「出題論点」
を明示しています。自分
が今、何の問題にチャレ
ンジしているのかを意識
することが、体系的な学
習につながります。

間違えた問題には必ず
「 」マークを付けてお
きましょう。そして、試
験直前は「 」が多い箇
所を重点的に復習しまし
ょう。

出題された「年度・問題番
号」です。法改正等による補
正がされている問題には■改 ア
イコンが付されています。
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誤り　「取り消すことができる」➡「無効を主張できる」
　意思表示は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無効となる（民法
95条本文）。本肢でいう管理組合Ａに係る職務に関して、管理者Ｂは代理
人となるが（区分所有法26条２項）、Ｂによる意思表示の効力が、意思の
不存在・詐欺・強迫があったかどうか、行為時において善意だったか悪意
だったかにより影響を受けると判断される場合、その事実の有無は、代理
人を基準に決められる（民法101条１項）。したがって、本肢の場合、Ａは
Ｃに対し、意思表示の取消しでなく、そもそもの無効を主張できる。

正しい　代理行為の瑕疵については、❶のとおり、代理人を基準に決めら
れる。そして、第三者が詐欺を行った場合、相手方がその事実を知ってい
たときに限り、その意思表示を取消しできる（96条２項）。したがって、
第三者Ｄが、管理組合Ａを代理する管理者Ｂに詐欺を行った本肢では、相
手方Ｃが詐欺の事実を知っていたときに限り、ＡはＢの意思表示を取消し
できる。

誤り　 「代理権は消滅しているので、効力は生じない」
　　　 ➡「代理権は消滅せず、効力は生ずる」
　代理権は、①本人の死亡、②代理人の死亡・破産手続開始決定・後見開
始の審判による場合に限り、消滅する（111条１項）。したがって、管理者
Ｂが当該取引行為前に補助開始の審判を受けていたとしても、Ｂの代理権
は消滅せず、取引行為の効力は生ずる。

誤り　「効力は生じない」➡「効力は生ずる」
　代理権の消滅は、善意の第三者に対抗できないが、当該第三者が過失に
よってその事実を知らなかったときは、対抗できる（「代理権消滅後の表見
代理」、112条）。しかし、本肢のＣは、Ｂが管理者を解任され、代理権が
消滅したことについて善意・無過失なので、本件取引行為の効力は生ずる。

【表見代理が成立する場合】
代理権授与の表示による
表見代理

本人が相手方に対し、他人に代理権を与えたかのよう
な表示をしたが、実際には与えていなかった場合

権限外の行為の表見代理 代理人が、与えられた代理権の範囲を越えて代理行為
をした場合

代理権消滅後の表見代理 代理人だった者が、代理権がなくなったにもかかわら
ず、代理行為を行った場合

❶

❷
頻出

❸

❹

❷正 解

管理者が補助開始の審判を受けても、その代理権は消滅しない。

アイコンで“肢の性質”を説明

解説は
まず結論から！

　該当する肢の特徴をひとめでわかる「アイコン」で表示しました。

頻出 よく狙われる論点。確実に正誤を判断できるようにしましょう！

少しひねりのある選択肢です。注意しましょう。

難易度の高い肢です。余力のあるときにじっくり考えて、本試験までには必ず
マスターしましょう。

この問題の“キモ”を
「ひとこと」で説明して
います。正解のヒントが
満載です！

必ずチェックしたい文言
は赤字で表記しました。
重要ポイントがひとめで
わかります。

可能な限り各解説の冒頭
には、結論を示しまし
た。「その選択肢のどこ
が違っているから×」を
端的に示しています。結
論を踏まえたうえで解説
を読めば、いっそう理解
が深まります。

解説を補う周辺・関連知
識をまとめています。
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凡　　例
　本書収録の問題部分の前文および解説本文で用語・法令名等を「略称」で表記してい
るものについて、正式な名称は次のとおりです。

＊ マンション
……マンション管理適正化法第２条第１号イのマンション

＊ マンション管理適正化法
……マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）

＊ 管理組合……建物の区分所有等に関する法律第３条に規定する区分所有者の団体
＊ 団地管理組合

……建物の区分所有等に関する法律第65条に規定する団地建物所有者の団体

＊ マンション管理業者……マンション管理適正化法第２条第８号に規定する者
＊ 管理業務主任者……マンション管理適正化法第２条第９号に規定する者
＊ 管理者等……マンション管理適正化法第２条第４号に規定する者
＊ 宅地建物取引業者

……宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第２条第３号に規定する者

＊ 区分所有法……建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）
＊ 被災区分所有法

……被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法（平成7年3月法律第43号）

＊ マンション建替え等円滑化法
……マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成14年法律第78号）

＊ 品確法……住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）
＊ マンション管理適正化指針

……マンションの管理の適正化に関する指針（平成13年国土交通省告示第1288号）

＊ （マンション）標準管理規約
……マンション標準管理規約（単棟型）及び同コメント（単棟型）（平成28年
３月14日国土交通省土地建設産業局長・同住宅局長通知）

＊ 個人情報保護法……個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）
＊ （マンション）標準管理委託契約書

……マンション標準管理委託契約書及び同コメント（平成28年７月29日国土動
指第26号。国土交通省土地建設産業局長通知）

＊ 耐震改修法……建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）
＊ 自動車保管場所確保法

……自動車の保管場所の確保等に関する法律（昭和37年法律第145号）
＊ バリアフリー法

……高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）

＊ 省エネ法……エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）
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1

　制限行為能力者に関する次の記述のうち、民法（明治29年法律第89号）の規
定によれば、正しいものはどれか。

　成年被後見人が、成年後見人の同意を得て行ったマンションの賃貸借契約
は、取り消すことができない。

　成年後見人が、成年被後見人に代わって、成年被後見人が所有する居住の
用に供するマンションの専有部分について抵当権を設定する場合には、家庭
裁判所の許可を得なければならない。

　未成年者が、マンションの専有部分をその区分所有者から賃借した場合は、
法定代理人の同意を得ているか否かにかかわらず、当該賃貸借契約を取り消
すことができる。

　被保佐人が、自己の所有するマンションの専有部分につき大修繕のための
請負契約を締結する場合には、保佐人の同意を得る必要はない。

❶

❷

❸

❹

民 法

制限行為能力者①
■■■ CHECK! H23-問５ B

重要度
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民
　
法

誤り　「取り消すことができない」➡「取り消すことができる」
　成年被後見人の法律行為は、日用品の購入その他日常生活に関する行為
を除いて取り消すことができる（民法９条）。成年後見人の同意を得て行
った法律行為も、取消しできる。成年被後見人は、必ずしも成年後見人の
同意の趣旨を理解して行動できるかわからないため、成年被後見人を保護
する必要があるからである。

正しい　成年後見人は、成年被後見人に代わって、その居住の用に供する
建物またはその敷地について、売却、賃貸、賃貸借の解除または抵当権の
設定その他これらに準ずる処分をするには、家庭裁判所の許可を得なけれ
ばならない（859条の３）。

誤り　「同意を得ているか否かにかかわらず」➡「同意を得ていないときは」
　未成年者が法律行為をするには、その法定代理人の同意を得なければな
らないのが原則である（５条１項本文）。そして、法定代理人の同意を得
ないでした法律行為は、取り消すことができる（同２項）。

誤り　「保佐人の同意を得る必要はない」➡「保佐人の同意を得る必要がある」
　被保佐人が新築、改築、増築または大修繕（これらを目的とする請負契
約を締結すること）をするには、その保佐人の同意を得なければならない
（13条１項本文・８号）。

❶

❷
頻出

❸

❹

❷正 解

成年後見人の同意を得ていても、取消しできる。
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2

　被保佐人が所有するマンション（マンションの管理の適正化の推進に関する法
律（以下、「マンション管理適正化法」という。）第２条第１号に規定するものを
いう。以下同じ。）の一住戸甲（以下、本問において「甲」という。）の売却に関
する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものの組み合わ
せはどれか。

　被保佐人が保佐人の同意を得ることなく甲を売却した場合、当該売買契約
を取り消すことができる者は、被保佐人に限られている。

　保佐人の請求により、家庭裁判所が被保佐人のために甲の売却について当
該保佐人に代理権を付与する旨の審判をするには、被保佐人の同意がなけれ
ばならない。

　被保佐人が、保佐人の同意を得ることなく甲を売却した場合、相手方が被
保佐人に対し、１箇月以上の期間を定めて、保佐人の追認を得るべき旨の催
告をしたときは、相手方がその期間内に追認を得た旨の通知を受けなくても、
その行為を保佐人が追認したものとみなされる。

　被保佐人が甲を売却する際に、自らが行為能力者であることを信じさせる
ため、被保佐人であることを黙秘していたことが、他の言動などと相まって、
相手方を誤信させ、又は誤信を強めたものと認められる場合には、被保佐人
はその行為を取り消すことができない。

　ア・ウ

　ア・エ

　イ・ウ

　イ・エ

ア

イ

ウ

エ

❶

❷

❸

❹

民 法

制限行為能力者②（被保佐人）
■■■ CHECK! H28-問1 A

重要度
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誤り　「被保佐人に限られている」➡「被保佐人に限られていない」
　被保佐人がマンションを売却する等の重要な財産行為をする場合、その
保佐人の同意を得なければならない（民法13条１項３号）。そして、保佐
人の同意が必要であるにもかかわらず、その同意（またはこれに代わる許
可）を得ないでした行為は、取り消すことができる（同４項）。この場合、
制限行為能力者本人に加えてその代理人・承継人・同意できる者も、取消
しができる（120条１項）。したがって、本肢の「売買契約の取消しができ
る者」は、被保佐人に限られていない。

正しい　家庭裁判所は、制限行為能力者本人（被保佐人）・配偶者・四親
等内の親族・後見人・後見監督人・補助人・補助監督人・検察官・保佐人・
保佐監督人の請求によって、被保佐人のために、特定の法律行為について
保佐人に「代理権を付与する旨」の審判ができる（876条の４第１項、11
条本文）。そして、本人以外の者の請求により家庭裁判所がこの審判をす
る場合には、本人の同意が必要となる（876条の４第２項）。

誤り　「追認したものとみなされる」➡「取り消したものとみなされる」
　被保佐人に対して、相手方は、所定の期間内にその保佐人の追認を得る
べき旨の催告ができる。この場合、被保佐人がその期間内にその追認を得
た旨の通知を発しないときは、その行為は「取り消された」ものとみなさ
れる（20条４項）。

正しい　被保佐人が、自己が行為能力者であることを信じさせるため詐術
を用いた場合は、その行為を取り消すことができない（21条）。
　なお、単に被保佐人であることを黙秘しているだけでは詐術にあたらな
いが、黙秘していたことが、他の言動と相まって、相手方を誤信させ、ま
たは誤信を強めたものと認められる場合には、詐術にあたり、被保佐人は
その行為を取り消すことができない（判例）。

　したがって、誤っているものの組合せはア・ウであり、正解は❶となる。

ア

イ

ウ

エ

❶正 解

「制限行為能力者」＋「代理人・承継人・同意できる者」➡取消権がある。



6

　マンションの管理組合Ａ（以下本問において「Ａ」という。）が、管理委託契
約を締結しているマンション管理業者Ｂ（以下本問において「Ｂ」という。）に
対して、郵便により、ある事項についての意思表示を通知した場合に関する次の
記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものはどれか。

　Ａの意思表示は、その通知がＢに到達した時からその効力が生ずるので、
その通知の到達前に、Ａが当該意思表示を撤回すれば、意思表示の効力は生
じない。

　意思表示を通知したＡの理事長（管理者）が、通知を発した後に死亡した
ときであっても、その意思表示の効力は失われない。

　意思表示を通知したＡの理事長（管理者）が、通知を発した後に行為能力
を喪失したときは、その意思表示の効力は失われる。

　Ａの意思表示が契約の申込みであった場合に、その申込みの通知がＢに到
達した後にＢが承諾の通知を発したときは、承諾の通知を発した時に契約は
成立する。

❶

❷

❸

❹

民 法

意思表示・契約の成立
■■■ CHECK! H24-問2 B

重要度3
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正しい　隔地者に対する意思表示は、その通知が相手方に到達した時から
その効力を生ずる（民法97条１項）。したがって、相手方に到達する前に
意思表示を撤回すれば、意思表示の効力は生じない。

正しい　隔地者に対する意思表示は、表意者が通知を発した後に死亡し、
または行為能力を喪失したときでも、そのためにその効力を妨げられない
（97条２項）。なお、この規定は、申込者が反対の意思を表示した場合また
はその相手方が申込者の死亡もしくは行為能力の喪失の事実を知っていた
場合には、適用しない（525条）。

誤り　「意思表示の効力は失われる」➡「意思表示の効力は失われない」
　❷の解説どおり、意思表示の効力は失われない。

正しい　隔地者間の契約は、承諾の通知を発した時に成立する（526条１
項）。

❶

❷

❸

❹

❸正 解

隔地者への意思表示の効力➡「通知が相手方に到達した時」から生じる。



8

　売主Ａと買主Ｂが、マンションの一住戸甲（以下、本問において「甲」という。）
の売買契約（以下、本問において「本件契約」という。）を締結した場合に関す
る次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。

　本件契約が、ＡとＢの通謀虚偽表示により締結された場合、Ｂが甲の所有
者と称して、甲を、その事情を知らないＣに譲渡したときであっても、Ａは
Ｃに対し、自己の所有権を主張することができる。

　本件契約が、Ｂの強迫により締結された場合、Ｂが、甲を、その事情を知
らないＤに譲渡したときは、Ａは、Ｂに対する意思表示を取り消したことを
Ｄに対抗することができない。

　本件契約が、Ｂの詐欺により締結された場合、Ａに、それを信じたことに
重大な過失があったときでも、Ａは、売却の意思表示を取り消すことができ
る。

　本件契約が、甲とは別の住戸を購入する意思を有していたＢの錯誤により
締結された場合、Ｂにその錯誤による本件契約の無効を主張する意思がなく
ても、Ａは、原則として本件契約の無効を主張することができる。

❶

❷

❸

❹

民 法

意思表示
■■■ CHECK! H29-問3 A

重要度4
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誤り　「ＡはＣに対して、自己の所有権を主張できる」➡「できない」
　相手方と通じてした虚偽の意思表示（通謀虚偽表示）は無効であるが、
その無効は、善意の第三者に対抗できない（民法94条）。したがって、Ａは、
ＡＢ間の契約が通謀虚偽表示で無効であることを、善意のＣに対抗できな
い。

誤り　「ＡはＤに対抗できない」➡「対抗できる」
　強迫による意思表示は取り消すことができる（96条１項）。そして、そ
の取消しは、善意の第三者に対抗できる（96条３項反対解釈）。したがっ
て、強迫により売却の意思表示をしたＡは、Ｂに対する意思表示の取消し
を、Ｄに対抗できる。

正しい　詐欺による意思表示は取り消すことができる（96条１項）。この
ことは、意思表示をした者に、詐欺行為を信じたことに重大な過失があっ
たとしても同じである。なぜなら、詐欺による「被害者」だからである。

誤り　「Ａは原則として無効を主張できる」➡「できない」
　錯誤による意思表示は無効である（95条）。そして、錯誤による無効を
主張できるのは当該意思表意者（B）であり、相手方（A）からは、原則
として、無効を主張できない（判例）。錯誤による意思表示を無効とする
のは、勘違いによって意思表示をした表意者を保護するためのものだから
である。なお、判例は、第三者に債権保全の必要があり、表意者も錯誤を
認めているときは、表意者自身が無効を主張する意思がなくても、第三者
は無効を主張することができるとしている。

❶

❷

❸

❹

❸正 解

強迫による意思表示➡取消しOK、かつ、善意の第三者にも対抗可。
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　マンションの管理組合Ａ（以下本問において「Ａ」という。）の管理者Ｂ（以
下本問において「Ｂ」という。）とマンション管理業者Ｃ（以下本問において「Ｃ」
という。）との間で管理委託契約（以下本問において「本件契約」という。）が締
結された場合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤ってい
るものはどれか。

　本件契約の締結に当たって契約書面が作成されたが、当該契約書面の押印
につきＢが実印を用いていない場合でも、本件契約の効力は妨げられない。

　Ｂが、Ｃの代理人である場合には、Ａは、本件契約が効力を生じないこと
を主張できる。

　本件契約が第三者からのＢに対する強迫に基づいて締結された場合、Ａは、
強迫を理由に本件契約を取り消すことができる。

　本件契約がＢの動機の錯誤に基づいて締結された場合には、ＢがＣに対し
てその動機を表示していないときでも、Ｂは、要素の錯誤を理由に本件契約
の無効を主張することができる。

❶

❷

❸

❹

民 法

意思表示・代理①
■■■ CHECK! H23-問1 A

重要度5
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正しい　そもそも契約が成立するためには、当事者間の合意があればよく、
法律上は書面の作成も押印（認印・実印）も要件とはなっていない。した
がって、契約書面に実印を用いていないからといって、本件契約の効力は
妨げられない。

正しい　同一の法律行為については、債務の履行および本人があらかじめ
許諾した行為を除いて、相手方の代理人となり（自己契約）、または当事
者双方の代理人となること（双方代理）はできない（民法108条）。そして、
本問の管理者Ｂは、その職務に関し区分所有者（管理組合Ａ）を代理する
ので（区分所有法26条２項前段）、ＢがＣの代理人となることは双方代理
となり、Ａは本件契約の効力が生じないことを主張できる。

正しい　代理において、意思表示の効力が意思の不存在、詐欺、強迫また
はある事情を知っていたこともしくは知らなかったことにつき過失があっ
たことによって影響を受けるべき場合には、その事実の有無は、代理人に
ついて決するものとする（民法101条１項）。そして、強迫による意思表示
は、取消しできるし（96条１項）、第三者の強迫による意思表示も、相手
方の善意悪意にかかわらず取消しできる（同２項反対解釈）。もっとも、
本人から代理人に取消権の代理権まで与えている場合を除き、取消権は本
人が行使できる。したがって、本肢Ａは、強迫を理由に本件契約を取り消
すことができる。

誤り　「動機を表示していないときでも」➡「動機が表示されたときに」
　意思表示は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無効となる（95条
本文）。もっとも、意思表示（契約）をするに至った動機に錯誤（動機の
錯誤）がある場合、その動機が相手方にわかるように表示されていれば、
錯誤が成立し得る（判例）。したがって、ＢがＣに対して動機を表示して
いないときは、Ｂは、要素の錯誤を理由に本件契約の無効を主張できない。

❶

❷

❸

❹

❹正 解

動機の錯誤➡動機が表示されて、はじめて錯誤無効といえる。
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